
令和元年度第２回厚生労働省公共調達中央監視委員会 

（第一分科会）審議概要 
 

開催日及び場所 令和元年１０月９日（水）  厚生労働省共用第６会議室 

委員（敬称略） 第一分科会長  浅岡 輝彦  あさひ法律事務所 弁護士 

委 員     筧  淳夫  工学院大学建築学部 教授 

委 員     枝松 広朗  あおば公認会計士共同事務所 公認会計士 

審議対象期間 原則として平成３１年４月１日～令和元年６月３０日の間における調達案件 

抽出案件 １０件 （備考） 

「報告案件」とは、各部局に設置された公共調達審査会で審議さ

れた案件について報告を受けたものである。 
報告案件  ０件 

審議案件 １０件 

意見の具申または勧告 なし 

委員からの意見・質問に対する回

答等 

意見・質問 回   答 

下記のとおり 下記のとおり 

 

【審議案件１】 
審議案件名 ：心身障害児総合医療療育センターエレベータ更新工事 
資格種別  ：機械器具設置（「Ａ」、「Ｂ」又は「Ｃ」ランク） 
選定理由  ：一般競争入札を実施している案件中、最も契約金額が大きく、1者応札であるため 
発注部局名 ：大臣官房会計課 
契約相手方 ：フジテック株式会社 
予定価格  ：36,428,000円 
契約金額  ：33,048,000円 
落札(契約)率：91％ 
契約締結日 ：平成31年3月6日 

（調達の概要） 
一般競争入札（最低価格落札方式）を行ったところ、１者応札があり、フジテック株式会社が契約の相手方とな

った。落札率は 91％である。 

意見・質問 回   答 

平成30年12月25日に第1回目の入札が行われたわけです

が、そのときに不調であった理由としては、おそらく予定価

格が高いからということだったと思いますけれども、そのと

きの予定価格は幾らですか。 

すみません。資料を間違えて持ってきてしまいました。

後ほど。 

そうですか。大体で結構ですが、どれぐらいの予定価格だ

ったのでしょうか。 

予定価格の金額は同じです。 

同じなのですか。 はい、同じです。 

 3,300 万円ということですね。エレベータの更新というこ

とは、エレベータの機械そのものを新しいものに替えるとい

うことなのですね。そうすると、前回も入札者はあまりいな

かったということですか。 

12月の時は、１者も入ってこなかったです。 
 
 
  

1者もこなかったのですか。 はい。 

入札が一切なかったということですか。 なかったと思います 

資料を見ると、仕様書を手交した業者が 3 者いて、説明会

はなしと、それから、一者応札になった要因分析としては、

1者については競争参加資格がなかったということで辞退し

て入札に参加しなかったということですが、その理由はどう

だったのですか。 

説明書を受領したけれども競争参加資格を出さなかった

ことについては、大変申し訳ないのですが、2者来ていると

いうことで、当時、その理由については聴取していません。 

資格がなかった以外に、仕様書をもらったにもかかわらず

入札に参加しなかった業者は 1者いたのですね。 

はい。 

その業者が、なぜ辞退したのかという原因分析はしていな その1者についてはしておりません。 



いと。 

前回は入札者がいなくて今回は 1 者しかいなかったとい

うことですが、何か問題点はないのでしょうか。 

 

最初に公告したときは、私から何者か案内したのですが、

その時の業者からは、「エレベータって、そもそも実績が

ない」、「大型のエレベータは取扱いがない」という話が

あり、エレベータを取り扱う業者が少なかったのかと思っ

たのです。 

でも、海外を含めてエレベータのメーカーは山ほどありま

すよね。 
あります。 

なぜ、これほど入札参加者が少ないのでしょうか。 もともと設置してあるのがフジテック株式会社のエレベ

ータということもあり、他の業者には馴染まなかったとい

うところがあるのかと思います。 

フジテック株式会社のエレベータを設置されているから

ということですね。 

更新だったので。 

フジテック以外の所は、なかなか難しいということになり

ますか。 

難しいと考えたのですが、もう少し声掛けすれば良かっ

たというところは反省点です。 

私は分からないのですが、他の業者のエレベータは使えな

いということになるのですか。 

枠が合えば、おそらく、他の業者でも十分入ってくるこ

とが出来ると思ったのです。 

そうすると、今回も含めて、今後ずっとフジテック株式会

社のエレベータを使っていかざるを得ないという状況にな

ってしまうということなのでしょうか。 

それは、引き続き、他の業者にも入ってもらえるように、

次回、更新するときには声掛け等をしていきたいと思いま

す。 

そうですね。 仕様書で何か問題があるのであれば、そこは十分業者か

ら聞き取って改善していきたいと思います。 

他のメーカーのエレベータも使えるのかどうかというこ

とも、きちんと検討した方が良いと思います。それから、参

考見積は予定価格の設定のときにフジテック株式会社から

取っているのですか。 

予定価格の算出のときには、フジテック株式会社、Ａ社、

Ｂ社と 3 者の見積りを取っています。 

フジテック以外の参考見積については、この資料にありま

すか。ないですね。そうすると、Ｂ社等からももらっている

ということは、もしかしたらＢ社のエレベータも入れられる

という理解でよろしいのでしょうか。 

見積書を提出しているということであると、基本的には

仕事としてはできるということと理解しております。 

できるのですね。 また、あとは金額的な話の差が出ているというのは現状

としてあります。 

ほかの参考見積は、お幾らだったのですか。 見積額ベースで、お話させていただくのですが。 

税込みで。 少し計算をさせていただく形になってしまうのですが。 

税抜きでもよろしいでしょうか。申し訳ございません。 

税抜きで、フジテックは約 4,500 万円です。 

フジテックは4,500万円ですか。 はい、見積りベースでは。Ａ社は 5,500 万円です。Ｂ社

は 7,600 万円です。 

そうすると、フジテック株式会社が一番安い見積りを出す

ということなのですね。予定価格の積算書の中で、フジテッ

ク株式会社の見積価格は0.7を掛けたベースで予定価格の金

額を構成させているのですけれども、0.7はどういう数字な

のでしょうか。 

こちらは、各社に見積りの聴取を実施している状態の中

で、あとどれぐらい実際としてできるものなのかというヒ

アリングを実施しており、その中で、フジテック株式会社

から 0.7 という話があり、その数値を採用しています。 

この参考見積をベースに予定価格を作っていますが、その

他、例えば、過去の実績、他省庁の調達実績、市況などで予

定価格の検証は何らかの形でしていますか。 

特に検証等は行っておりません。 

それでは、その辺りも含めて、この予定価格の合理性につ

いてきちんと検証することも必要ではないかと思います。そ

れから、一者入札になってしまったということは競争性が非

常に阻害されてしまったということですので、その辺りにつ

いて業界内で入札情報を広く周知するような手はずを整え

ていただきたいと思います。 

 

1回目と 2回目の入札で予定価格が一緒だという話だった 等級について、B、Cだったものを A、B、C にしました。 



のですが、ほかに何か条件を変えたことはありますか。  

対象を広げたということでしょうか。 はい。 

今回、応札してくださったのは、広げた所から来たのでし

ょうか。 

フジテック株式会社はAです。 

そこはあまり関係なかったと、B、C に A を入れて広がり

入ったと、なるほど。 

もう 1つは、先ほど回答にも少しありましたが、仕様書の

中で応札できる所を縛ってしまうような仕様項目はなかっ

たかということが気になります。可能性として、それは特に

なかったのでしょうか。 

 

 

把握できておりません。 

今回はエレベータの入替え工事、更新工事ですね。 はい。 

そのエレベータの保守管理の契約はどうなっていますか。 

フジテック株式会社、今回新たに契約したということです

か、それともこの契約は別にあるのですか。 

おそらく、フジテック株式会社だと思われます。 

別にあります。今回は工事の契約ですので、保守は別に組

んでいると思います。 

それはセットで。 セットではありません。 

ではない。保守契約は前からあるということでしょうか。 保守契約は、前からです。どういう契約になっているか

分からないのですけれども、工事の契約は厚生労働省で、

保守契約は心身障害児総合医療療育センターで行っている

ので。 

御存じだと思いますが、昔からエレベータは半値八掛け二

割引の世界とよく言われます。つまり、物自体は安くても、

その後の維持管理で企業、メーカーは利益を出そうとするわ

けです。 

保守管理のところは、心身障害児総合医療療育センター

が他にどこと契約しているか聞いてみます。 

そこが、例えば、Ａ社だとかＢ社が参加しようとしたとき

に、参入できないような条件になっている可能性はないかと

思ったのです。 

この仕様書上、保守も結ぶという。 

ここには書いていないけれども。 書いていないです。 

保守はそこがやるのだったら、うちは入れられませんとい

う。 

では、どのタイミングで保守契約を結んでいるかという

ことについて確認してみます。 

はい、以上です。  

（分科会長の意見） 
よろしいですか。御苦労さまでした。終わりました。 

 

【審議案件２】 
審議案件名 ：硫黄島焼却炉設置工事 
資格種別  ：－ 
選定理由  ：随意契約を実施している案件中、最も契約金額が大きいため 
発注部局名 ：大臣官房会計課 
契約相手方 ：鹿島建設株式会社 
予定価格  ：10,854,000円 
契約金額  ：10,233,000円 
落札(契約)率：94.3％ 
契約締結日 ：平成31年4月1日 

（調達の概要） 

 会計法第２９条の３第４項及び予算決算及び会計令第１０２条の４第３項に基づく随意契約を行った。 

意見・質問 回   答 

随意契約ということで、随意契約の理由書を見ると、鹿島

建設株式会社が契約相手方として唯一かどうかということ

をこの随意契約理由書の中で証明しないといけないわけで

すが、この内容を見るに、少し追加説明を頂きたいと思うの

です。まず 1つの理由として、一般人の入島が制限されてい

ることが第 1点、それから、インフラ整備事業者として鹿島

建設株式会社が唯一防衛省と契約をしていることの 2 点が

よろしくお願いします。なかなか説明するのは確かに難

しいところでして、実際に、我々は硫黄島で遺骨収集事業

をしています。それで、この書類からの証明は難しいので

すが、実際、業者は鹿島建設株式会社のみということで、

彼らが自衛隊さんとのパイプ役にもなっていますし、あと

それ以外の業者は実際には在島していませんので、当方と

しては鹿島建設株式会社のみと考えております。 



大きな理由だと理解できるのですが、この理由で契約相手方

が唯一鹿島建設株式会社であるということになるのかどう

かというところについて、もう少し詳しい説明を頂きたいと

思います。 

これは、鹿島建設株式会社が防衛省との契約をしています

が、他の業者は防衛省との契約は可能なのでしょうか。 

不可能ではないとは思うのですが、実際には、そこの施

設、基地を維持するための、鹿島建設株式会社の職員とか

工員とかをきちんとする施設ですね。泊まる施設とか食堂

施設と重機とかを彼らが持っていますので、他の業者が新

たに入るのはなかなか難しいのではないか。新たに施設を

建てて新たに設備を持ち込むとかを考えると可能かもしれ

ないのですが、実際には他の業者が入り込むことは難しい

のではないかと考えています。 

コスト的にも非常に大きくなってしまう可能性が高いと

いうことになるのですか。 

そうですね。例えば焼却炉の設置についても、重機等が

必要になる場合がありますので、それに対して重機をわざ

わざ他の業者さんが船を使って持って行くとか、そこまで

工員の人を持ってきて作業をする、必要な材料をそろえる

のを考えると、やはり鹿島建設株式会社にお願いしたほう

が合理的だというのは当然だと思います。 

なるほど、分かりました。そうすると、随意契約理由書を

見ると、それほど説得力があるような内容になっていませ

ん。 

すみません。 

もう少し突っ込んだ文章にしていただけると、この随意契

約理由書の中から、唯一鹿島建設株式会社のみだということ

が理解できるだろうと思いますので、もう少し詳細な説明も

頂ければ有り難いと思います。 

以後、気を付けます。 

それから、参考見積を鹿島建設株式会社から当然取ること

になると思うのですが、非常にラフな見積書になっているの

ですが、これだけですか。 

もう少し細かい。 

明細があるのですか。 見積書の内訳書という話のもっと詳細なものがあるかと

いう話ですか。 

そうです。 そうですね、はい。 

要するに、見積書を分析する資料として当然必要なのだろ

うと思いますが。 
そうですね。これについては、この事業は前年度、平成

30 年度と平成 31 年度という事業なのですが、実際は、平

成 30 年度に全て事業として終わらせる予定だったのです

が、当時、硫黄島という特殊な地域で、火山の隆起活動で

工事が出来なかったという事情があり、平成 30 年度と平成

31 年度に分けて実際にはなってしまいました。一応、平成

30 年度のときに詳細な見積りを出してもらっていまして、

たぶん、それに基づいて平成 31 年度についてもそれを訂正

した形になっているかと思います。ちょっと特殊な状況が

ありましたものですから。 

以上ですか。 はい。 

そうすると、参考の見積りをベースにそちら様の方で請負

工事費の積算書を作成しているのかとは思いますが。 

そうですね、はい。 

詳細な見積書が別途あるということですね。 はい。 

そうですか、分かりました。それと最後に、予定価格調書

を作るときは、見積比較表という備考欄に付いていますが、

これはどういうものですか。見積比較表というのは。 

見積比較表ですね。すみません、ちょっとこれは私には

分からないです。申し訳ないです。 

 すみません、見積比較表は実際のところ、例えば 2者、3

者から取っているときは 3 者分だけ並べたような比較表を

作成するのですが、この場合は、最終的には 1 者をそのま

ま見積りを採用して予定価格を算出していますので、様式

としては、普段使用している様式は別にあるのですが、そ



の様式をこれは指しているだけでして、最終的には見積り

1 者で今回は、比較にならないようにという言葉になって

しまうのですが、様式として比較表というものを使ってま

とめている形のものです。 

これを見ると、特にこの金額について、見積比較表で一応、

価格の検証は行っていると我々は理解するのですが、これは

実質というか、本当は削除しなければいけなかったものです

ね。 

はい。 

特に、この金額についての検証はしていないという理解で

よいのですか。 

 

検証と言うか、見積書を提出してもらっているものに関

しては、経費の計算とかも含めてですが、公共工事にもな

りますので、公共工事積算基準に基づいて経費の計算をし

ていますので、直接的な工事費の部分については採用、経

費に関しては、業者から出てきている見積金額をそのまま

採用しているような形ではありませんので、そういう意味

では、全てが丸々という状況ではありません。 

分かりました。  

これは、平成 30 年度に新規焼却炉の製作及び焼却炉を島

へ運び入れるための指定場所への運搬が終了していると。 

はい。 

 

これ自体は、前年度、平成 30 年度中に鹿島建設株式会社

がやったのですね。 
そうです、鹿島建設株式会社がやりました。 

私は法律の文面がよく読めないのかもしれないのですが、

随意契約理由書の中で、予算決算及び会計令第 102 条の 4の

3 で、契約の性質若しくは目的が競争を許さない場合又は緊

急の必要性とありますが、今回は緊急ではないですよね。 

緊急ではないです。 

契約の性質、目的が競争を許さないというのは、今回の場

合はそれに当たるのかどうかと、ちょっと思いました。それ

よりは、4 の例えばイとかロとか、既に鹿島建設株式会社が

進めていて、何か他者がなくて金額的に、他者だったら金額

が高いのだからとかというご説明だから、こちらの方が理由

としては正当なのかと私は読んだのですが、そうではないの

ですか。そういう読み方はしないのですか。 

普段、この業者しかいないというか、唯一この業者しか

できないとかということになると、契約の性質若しくは目

的が競争を許さない場合ということで、そこに当てはめる

ことにしております。 

 

そうなのですか。 はい、しております、今回も同じです。 

ただ今回は、あまり理由書の所で強調していないけれど、

既に事業は進んでいるわけですよね。鹿島建設株式会社がや

っていますよね。そちらの方が何か理由としては強い理由に

なりそうだと思ったのですが。 

 

焼却炉本体の製作は焼却炉メーカーがやったのではない

のですか。 

基本は、焼却炉メーカーが作ったもので、鹿島建設株式

会社に依頼して作って、鹿島建設株式会社から焼却炉メー

カーに依頼して作ってもらう。 

何で直にそれは支払わないのですか。 当時は、特にこれは 2 年にわたってしまったという事情

がありますが、初めは、調達から一貫で全部、島への取付

け、最後搬入、古い焼却炉を戻すまでというのを契約で当

初盛り込んでいたという事情がありました。その一貫の契

約として全てお願いはしていたのですが、途中から、島の

状況とかで持ち運びまで出来なくなってしまい、途中で切

れてしまったものですから、この中途半端な計画になって

しまいました。 

そうすると、当初の契約は、製作に始まって設置まで、試

運転まで、引渡しまで。 

はい。 

それも随意契約でやっているのですか。 はい。一昨年、平成30年度随意契約でやっています。 

それを契約変更して一部にとどめて。 はい。 

それからまた新しく調達をかけるということですか。 そうですね。当初は、島への持込みができなくなってし

まったという特殊な事情がありましたので、そこで契約を



変更させていただいたという形になりました。 

一部の契約を解約して。 はい。 

そうなのですか。 はい。ちょっと追加、そういう。 

（分科会長の意見） 
そちらの手続のほうが何かちょっとおかしいような気が

しますよね。それと、事実上の参入障壁をこのようにオーソ

ライズして随意契約でやるというのは、一体どうなのかと思

います。先ほど言った、いろいろなコストがかかるだろうと

か、また防衛庁のもしかしたら許可が必要であるとかそうい

うのは、おそらく事実上参入障壁で、だからおそらく他の業

者は入ってこないだろうと思うのだけれど、しかし、それを

目的が許さないとか、ここでしかやれないとか、そういう理

由にして随意契約でするというのはいかがなものかという

気がします。きっとやれなくはないのだと思うのです。ただ

コストが高いからきっと入ってこないだろうと、入ってこな

いだろうから随意契約でやろうというのは、それは先ほど先

生もおっしゃったように、ちょっと理由が違うのではないか

という感じがします。それだけですが。では終わりました。

御苦労さまでした。 

 

【審議案件３】 
審議案件名 ：国立感染症研究所戸山庁舎ボイラー更新工事 
資格種別  ：「管工事」の「Ｂ」又は「Ｃ」ランク 
選定理由  ：一般競争入札を実施している案件中、最も落札率が高く、1者応札であるため 
発注部局名 ：国立感染症研究所 
契約相手方 ：株式会社IHI汎用ボイラ 
予定価格  ：22,485,600円 
契約金額  ：22,464,000円 
落札(契約)率：99.9％ 
契約締結日 ：令和元年5月 15日 

（調達の概要） 
一般競争入札（最低価格落札方式）を行ったところ、１者応札があり、株式会社IHI汎用ボイラが契約の相手方と

なった。落札率は99.9％である。 

意見・質問 回   答 

この工事は新しいボイラーに替えるのですか、それとも改

修なのですか。 

現在あります 2ｔボイラー2台から 1ｔボイラーを 3台に

新しく更新します。 

2台を廃棄して3台。 3台を新しく設置する工事。 

設置することなのですか。 はい。 

表現についてです。調達概要の(2)の概要の所に、改修工

事を行うと書いてありますが、これを見ると、古いボイラー

の改修をするのではないかという受取り方を、もしかしたら

されるのかと思いますので、更新工事でしたら更新工事と直

した方がいいのではないかと思います。今回は 5回目で落札

したということなのですが、その理由としてはどんなことが

考えられますか。予定価格を非常に低い価格で設定してしま

ったのか、それとも、むしろ適正なものだったのか。 

予定価格自体は、この工事に関しては、本省の施設整備室

に積算をしていただいて、それに基づいて予定価格を立てて

いるということで、適正に計算がされたものであると認識し

ております。 

 

結果として一者応札となりましたが、ボイラー会社等はお

そらく日本にはたくさんあると思うのですが、この辺は、入

札者が 1 者に終わってしまった理由はどういうところにあ

るのでしょうか。 

一者応札になった要因分析ということで、一応、我々とし

ては今回の公告をホームページに掲載をする、あるいは、国

立感染症研究所は 3 庁舎にまたがっております。新宿戸山、

今回の施行場所、それから武蔵村山市に村山庁舎、それから

東村山市にハンセン病研究センター庁舎、この 3庁舎にまた

がっておりますので、この 3 庁舎で公告の掲示をすることも

しております。また、一応、2者に声掛けを行って、結果と

しては、この株式会社 IHI汎用ボイラのみが参加をしてきた



という形になっています。 

予定価格を作るときに、参考見積はどちらかの会社から取

っていますか。 

はい、取っています。すみません、細かい積算の見積りは

あるのですが、ちょっと今、手元にありませんので。失礼し

ました。 

こちらの手元にもありますので。 そうですね。何者から取ったのかというのは今、申し上げ

ることができません。 

分かりました。でも取ったということですね。 取っています。 

分かりました。予定価格の積算調書に機器比較表というも

のがありますが、この内容を教えていただいてよろしいです

か。 

機器比較表があるのですが、ちょっと今、手元になくて申

し訳ない。 

 

これは、他者のメーカーごとの。 メーカーごとの見積書になっています。 

があるのですね。 あるのです。 

それはどういう形で取ったのですか。 設計事務所でメーカーから徴取しているものです。 

そうすると、比較表があって、金額と性能評価もしている

ということですね。 

はい。 

それをベースに検証、代価表及び別紙明細という所で積算

表の価格についての検証をされているということですね。 

はい。 

既存と言うか古いほうのボイラーはどこのメーカーです

か。 

同じく株式会社 IHI汎用ボイラです。 

 

同じ株式会社 IHI汎用ボイラですか。このボイラーだけを

入れ替えるという工事ですね。 

はい、そうです。 

危惧するのは、仕様書の中で、他者のボイラーが入りにく

いような仕様書になっていないかどうか、という確認はして

いますか。ちょっと仕様書があまりにも細かくて読めないの

ですが。 

はい。 

そもそも、一番最初の図面、これは整備室と、それから設

計事務所の共同の名前になっていますね。 

はい。 

これで一緒に図面を書いているのですね。 そうです、はい。 

そこで仕様書を作っていると思うのですが、おそらくこれ

は設備専門の事務所で、そういう所のアドバイスを受けなが

ら整備室が作られたのではないかと思いますが、ここでもう

やはり、株式会社 IHI汎用ボイラのシステムが入りやすい、

ボイラーが入りやすい仕様書になっていないかどうかがち

ょっと気になるところです。 

少なくとも、この設計を請け負っているＡ社も入札で決ま

った所でして、株式会社 IHI汎用ボイラとの関係は特にない

ということですので、そういった、株式会社 IHI汎用ボイラ

しか入れないような形の設計をしていることはないと思っ

ています。 

今のは推測ですよね。もちろん私は、関係があるとか、何

か裏でつながっているとかということを言っているのでは

なくて、既存の建物の既存のボイラーを入れ替えるといった

ときに、例えばコントロール盤との関係であるとか制御盤と

の関係であるとか、そういうようなことで、株式会社 IHI汎

用ボイラの製品でないとなかなか入りにくいという条件は

なかったかということがやはり気になるのです。その辺りの

ことは確認されていますかということです。 

それに関しては確認をしていません。 

私はそれは確認しなければならないと思います。信頼する

だけでは、この間も何か新聞に出ていましたが、談合があっ

たという記事がありましたが、そういうことというのは事実

上なされることがあるので。先ほどの話の中で、そのボイラ

ーは自分の所でつくってないのでという、だから辞退理由だ

ったという説明がありましたね、1 者の。1 者の辞退理由の

中にそのボイラーをつくってないと。というのは、仕様の中

で、おそらく何か制約があるのではないかと疑っておかしく

ないのだと思うのです。今後のこともあるので、これからも

う一度検証していただいて、やはりちょっとおかしいのでは

ないかという点がなかったかどうか、それから、今後それを

 



どうやって活かせるか検討してほしいと思います。それと、

同じようなことにちょっと近いのですが、仕様の中で、過去

の実績を要求していますね。入札公告の。 

そうですね。「平成 16 年度以降に元請として」うんぬん

と、「工事施工実績を有すること」ということを入れている

のですが、こういうものは何で入れるのでしょうか。一者応

札しかないようなことがよくあるのに、なぜこういうものを

要求するのでしょうか。 

こちらの入札公告の雛型ですが、厚生労働省の施設整備室

からいただいている入札公告の雛型を用いて作成していま

す。 

特にそれを踏襲しただけだと、そういうことですね。 踏襲しているということです。 

（分科会長の意見） 
そういうもろもろのことが実際に入札の事実上の障壁に

なっているとすると、やはり 1者は当然なってくると思うの

で、その点はちょっと留意していただいて、今後の調達のと

きもそれを要請したいと思います。よろしいですか。では終

わりました。御苦労さまでした。  

 

【審議案件４】 
審議案件名 ：医薬品及び医療機器の費用対効果評価におけるQOL尺度の標準値測定のための調査業務 
資格種別   ：役務の提供等（「Ａ」、「Ｂ」又は「Ｃ」ランク） 
選定理由  ：総合評価落札方式を実施している案件中、最も契約金額が大きく、1者応札であるため 
発注部局名 ：国立保健医療科学院 
契約相手方 ：株式会社インテージヘルスケア 
予定価格  ：112,723,920円 
契約金額   ：112,320,000円 
落札(契約)率：99.6％ 
契約締結日 ：令和元年６月１０日 

（調達の概要） 
 一般競争入札（総合評価落札方式）を行ったところ、１者応札があり、株式会社インテージヘルスケアが契約の
相手方となった。落札率は 99.6％である。 

意見・質問 回   答 

「一者応札になった要因分析」で、「専門的知識を有する

者が未だ少ない」となっていますが、今回の調達概要書の中

に、今回落札された株式会社インテージヘルスケアと、前回

落札したＡ社と今回の再委託先であるＢ社、この 3者が見積

書の中に載っていますが、このほかにどこか日本の中で同じ

ような業務ができる会社はあるのでしょうか。 

まず先に、Ａ社は今年の 4 月に合併して、株式会社イン

テージヘルスケアという会社になりましたので、ここは同

一性があります。 

同一なのですね。 国内でマーケティングリサーチが得意なのは株式会社イ

ンテージヘルスケアで、もともとＡ社が国内のマーケティ

ングリサーチが得意なところです。Ｂ社については、実は

海外の連携大学などが多々ありまして、海外分野は得意だ

と。国内においては、web 調査は得意なのですが、実際の

訪問調査となるとそこは得意分野ではないようです。今回、

実はこの業務について株式会社インテージヘルスケアが取

りましたが、再委託という、カナダへ行くといった場合も、

その業務については援助を頂きたいということで、再委託

の申請が出ています。相手方はＢ社という形を取っていま

す。 

資料を見ると、Ｃ国のＤ大学に訪問というものが見積りの

中に入っていますが、これは必ず訪問しないといけないもの

ですか。 

今回、HUI や QOL 測定ツールについて権利を持っている

大学がありまして、ヨーロッパで作成したもの、あるいは

カナダで作成したもの、日本で QOL 調査するに当たって、

そういった指標が出来上がっているものについて適用しよ

うと、それを日本語訳にした場合にＣ国の承認を取らなく

てはいけないなどの手続がありますので、そこを日本はこ

ういった形でやりたいというところの調整を取るために、



Ｃ国のＤ大学の了解を取るということを、この業務に入れ

ています。 

何らかの費用は払う必要があるのですか、この大学に。 あくまでも交渉だけですので、手数料だとかということ

ではないです。 

一者応札ということで、この案件が上がっていますが、他

の業者が入る余地というのはあるのでしょうか。 

 

そもそも QOL を適正に調査できるかというと、経験値が

ないのです。あるいは費用対効果評価という分野について、

実は今年度から本格導入という形で、例えばですが再分析

を始めたのも科学院で調達業務を始めたのが平成 28 年度

からでして、それも基本的にやっていただいたのは、大学

が大半です。民間企業が入ってきたというのが、ほとんど

なくて、29、30 年からこういったリサーチ会社に協力いた

だくような形にはなってはいますが、いまだに専門大学も

ないということもあり、国内で人材輩出機関がないのです。  

そういうところもありまして、国立保健医療科学院で経

済評価を勉強してもらう機会ということで、従前から短期

研修をやっていたのですが、たかだか 3、4日の研修ではマ

スターできませんで、今年 3 年目なのですが、半年間かけ

て保健医療経済評価をマスターしてもらうというコースは

作っていました。ただ、それでもせいぜい年間 10 人ぐらい

しか当校も請負ができないので、なかなか国内に充実した

人材の育成、あるいはそういった者がいる民間企業がまだ

存在していないという状況です。 

今回、Ｂ社は入札に参加しなかったのですが、それはどの

ような理由があるのですか。 

 

おそらくですが、ここは web 調査が大好きで、web 調査

は必ず入札に来るのですが、訪問調査となると、もともと

マーケティングリサーチをやっている所であれば訪問調査

は得意なのですが、実は株式会社インテージヘルスケアも

web 調査でなく訪問調査になると子会社に再委託するとい

うことで、再委託手続をいただいていますが、そういった

形で訪問調査が得意な会社、苦手な会社というのがあると

思います。 

そうすると、一者応札はやむを得なかったというような。 現状では、次の 5 番の審議案件もそうなのですが、人材

育成がいまだできていない世界ですので、海外では例えば

オーストラリア、イギリスなどであれば、費用対効果評価

というのは国内でずっと使われていますし、実際それが政

策で活用されていますから、就職先があるのでしょうけれ

ども、日本ではいまだそういった制度が、今年から本格運

用をしようとはしていますが、それが中央社会保険医療協

議会で話は出ていまして、実際に、今年から公的分析とい

うことで、大学に委託して業務をやっていますが。今こう

いったものは、基盤を整えている最中なのですが、web な

り訪問調査で日本人の QOL の値はどうなのという基礎を作

っている段階ですので、この基礎が出来上がれば、世の中

に浸透して、人も増えて応札できる会社も増えるのでしょ

うけれども、なかなかそこまではいっていないというのが

現状かと思います。 

分かりました。今回は総合評価落札方式ですが、技術点に

ついては記載があります。価格点というものはあるのです

か。 

価格点もあります。こちらの開札調書、一番右下の備考

欄の所ですが、技術点が 148、価格点については 100 掛け

てから 1 を引いて「入札価÷予定価」という形で 0.36 点と

なっています。 

随分、価格点の比率が。 今回、価格点は予定価格に近いとほぼ 0 点になってしま

うのです。100％ですと、価格点は 0点となります。 

では仮に今回、総合評価落札方式で 2者が入札になった場

合でも、もちろんですが、この合計点を比較して点数が高い

方の者とするということですね。 

そうですね。今回、こういった役務ですので、もしかし

たら低入札価格調査の対象の6割となった場合では40点ぐ

らい付きますので、そのぐらいになると技術点で 30 点の差



 であれば金額で引っ繰り返される可能性もあったとは思い

ます。 

技術点の所の最後の項目に、「価格と同等に評価できる項

目」というものがあるのですが、これはどのような内容でし

ょうか。 

この調査の評点の作成の際のガイドラインという形で、

官房会計課が作った中で、本省の指導を受けながら作成し

たもので、今、自分も詳しいところは説明できません。申

し訳ありません。 

後日でも結構ですのでお願いします。  

今、ここにお示しいただいている調査業務仕様書があるの

ですが、ご説明いただいたように非常にこの類の調査ができ

る会社が少ないということだったのですが、そのことはずっ

とこの間、長きにわたって問題になってきていたわけですよ

ね。これまでの契約においても、度々ここの場に来ていただ

くようなことがあったわけです。もう少しこの調査の仕方と

いうか、仕様の書き方、またはある種の全てを任せることは

出来ないかもしれないけれども、研究所のスタッフが関わり

ながらサポートしながら、もっと対象となるような企業を広

げるというようなことは考えられないのでしょうか。ずっと

1社しかないという回答で、毎回やはりその1社なのかという

ことになるのですよね。ちょっと分かりませんが、これはた

ぶん切れないのかなと思いますけども、アンケート調査と訪

問調査のように2つに分かれているのだったら、2つに分けて

みるなど、契約の仕方として、これはかなり一体的なものな

ので、私はちょっと見ただけで切るのは難しいかもしれませ

んが。つまり、そういうようなイメージで、もう少し参加者

を増やすような努力というのは、ほかに出来ないのでしょう

かね。 

そうですね、特定の企業に対してのこちらの支援という

形は、なかなかしにくいだろうと思います。ただ、あると

したらですが、ツールをこちらで示して、このフォーマッ

トでこういった調査をやってほしいという言い方で、小刻

みに切っていった場合には可能性はあるかと思います。た

だ困るのは、例えばですが、全国調査をやろうとした場合、

東北ブロック、関東ブロックと分けたときに、その調査員

の質の担保をどのように取るのかということがあった場合

には、やはり全国一律でやるべきではないかという議論が

出る可能性もあります。 

 

地域に分ける以外で、調べる項目で分けるというやり方も

あるわけだから。 

web 調査であれば、そういったことはできると思うので

す。今、実際にネット調査会社はいっぱいありますし、年

齢構成から何からいろいろな区分でオーダーに合ったテー

マあるいは対象群に対して調査提供できますよといった所

は、いっぱいありますので、そういった web の所は可能性

があると思います。 

いくつか難しい問題があることは分かるのですが、そうい

うことを考えていかないと、いつまでも同じことが繰り返さ

れるのかなということが、懸念材料だと思いますね。 

 

こういう費用対効果評価というのは、いつ頃からやるよう

にしているのですか。 

中央社会保険医療協議会で議論が始まったのが 2010 年

頃でして、それを受けて、試行的導入が 2016 年から 3 年間

にわたって行われました。正に今年の 4 月から、医薬品、

医療機器については制度化されたという形で、医薬品、医

療機器についての費用対効果がスタートしたところです。 

そうすると、来年からずっと同じようなものの調査を継続

するということになるのですね。それとも、この 3年間の試

行期間で一旦整理して、今後、調査の方法も含めて、対象も

含めて、もう一度検討しようかということになるのですか。 

 

3 年間の試行を踏まえて、評価の方法としては健康状態

の改善についての指標をQOLを加味したQALYと言っていま

すが、質調整生存年というもので測定するということで、

この 4 月から制度がスタートしましたので、この評価のた

めにはどうしてもこの QOL を測定するということが必要に

なってきます。ただ、今回ここで御説明させていただいて

いるのは、その QOL 評価を実際には患者さんに行うのです

が、患者さんに調査した値が一般の方と比べてどれだけ下

がるのかということを出すための、標準値と言われる一般

の方がどれくらいかを出すものですので、同じ調査を何回

もやる必要はないと思います。ただし今後、QOL 自体は患

者さんの調査等は必要になってくると思います。 

（分科会長の意見） 
そうすると、一旦ここで収束して標準値のようなものを出

 



して、それを活用していこうということになっているのです

ね、今は。分かりました。よろしいですか。では、終わりま

した。 

【審議案件５】 
審議案件名 ：医薬品及び医療機器等の費用対効果評価のための人材育成プログラム開発事業 
資格種別  ：－ 
選定理由  ：随意契約を実施している案件中、最も契約金額が大きいため 
発注部局名 ：国立保健医療科学院 
契約相手方 ：慶應義塾大学 
予定価格  ：497,000,000円 
契約金額  ：495,763,200円 
落札(契約)率：99.8％ 
契約締結日 ：令和元年6月 4日 

（調達の概要） 
企画競争を行ったところ、２者応募となり企画書を評価した結果、審査基準を満たしたため、慶應義塾大学と会

計法第２９条の３第４項に基づく随意契約を行った。 

意見・質問 回   答 

この案件については、昨年度において、Ａ社が落札してい

ると書いてありますが、それでよろしいのですよね。 

そうすると、実際に授業を行って生徒をそこに入れて。 

業務内容は違うのですが、あくまでも今回のものは、大

学において修士課程なり何なりという形で、学位記をもら

えるような内容に育て上げてくださいということの調達に

なります。 

例えばですが、2020 年度入学説明会という形で、先日慶應

義塾で行いました。7 名が説明会に来たという報告があり

ました。 

それは大学院の中でということですか。 はい。今、慶應義塾のホームページの中に、HTA という

ことで、費用対効果のホームページを学生募集という形で

掲載しています。 

これは、学部で言うとどういう学生になるのですか。 設定しているのは、大学院のほうで健康マネジメント研

究科ということになるのですが、もともとのバックグラウ

ンドとしては医療専門職や、それ以外でも公衆衛生のルー

ル等に主に関心があってやるような大学院生を想定してい

るものです。 

そうすると実際に、授業を行って生徒に学位を与えるとい

うことまで、今回はやるということですね。 

 

学位を出すこと自体は大学の権限ということになります

が、大卒の学位の中で HTA のところを勉強したということ

で、修了証及び、それで一定の単位を取得すれば学位が出

るというプログラムと認識しています。 

昨年、Ａ社が総合評価落札方式、2者の入札で落札してい

るのですが、今回、企画競争に変更していますね。 

 

ここは完全に、大学の講義という形を取っていただきた

いということを取りましたので、価格競争はなじまないの

ではないかと、結果的に中身がいいところは当然それなり

に経費が掛かるだろうし、中身を提供しなくていいのであ

れば当然経費は低くなるだろうということで、当初、当方

も一般の価格競争という提案で審査会に提出したところ、

やはりこれは企画競争にすべきだという指摘を受けて、企

画競争に変えています。 

要するに、審査会が企画競争にしなさいと、そういう結論

で。 
そもそもこういった内容は、価格競争になじまないです

よねと。であれば、随意契約という形でやるべきではとい

う御提案を頂いて、実際に官房会計課から頂いている会計

の手続の中でも、企画競争というページであえてうたって

いるところに、当院の今回のものは正に合致するのではな

いのかなと。あくまでも公募や企画競争という随意契約の

中で、今回のこれは絶対に企画で勝負させるべきと。 

純粋な随意契約には、なぜしなかったのですか。 一般的に競争性のある随意契約という形を取るようにな

ったのが、まだ10年ぐらいの話なのです。平成18年などに、



公共調達の適正化に関する関係省庁の連絡会議で見直しし

ようというところで動きまして、予決令にはあまり明示な

どはないのでしょうけれども、企画競争という手続を踏ん

で、競争入札は価格か総合か、競争性のある随意契約とし

て企画競争と公募、このカテゴリーの中で単なる随意契約

ではなく、企画競争して内容がよければ、そこと価格交渉

で随意契約できるという手続を取っています。 

そうすると、この業務を行える大学というのは、慶應大学、

あとはＢ大学。その他にもあるのですか。 

 

実は今回、国立大学を北海道から九州、東京、京都、あ

るいはＣ大学、Ｄ大学などに、こういう企画をやっていま

すということを、当院からメールで、各セクションの先生

や懇意にしている先生などにも投げました。ここで、「は

い」と手を挙げてくれたのが、この 2大学だけなのです。 

2大学だけだったのですね。 説明会にもこの 2 大学だけで、さらに追加でやっている

から、是非関心あれば連絡くださいということで、案内し

て、仕様書などの提案を出したのですが、話に乗ってくれ

る所がなかったのです。 

なかったのですね。今回はこの予算額調書の予定価格の算

定はどういう形でしたのですか。 

 

通常、予定価格というものは漏洩してはならないという

ことで、絶対極秘ですと言っておくのですが、企画競争の

場合には予算額を先に明示するのです。我々が提供できる

資源の中でベストなものを提案してくれた所に、与えるべ

きだということから、国庫債務負担行為の予算を頂いてい

ますので、やはり国としてこの資源は大学院のコースを作

るために全額投入しようということで、結果的にこの予算

を国庫債務負担行為として承認された額、全額を投入して

います。 

この予算額については、本当に適正な価格であるという何

らかの検証はあるのですか。 

 

実際に事業計画書も頂いて、中を見させていただいた際

に、若干こちらも疑問があったのです。これはちょっと積

算的におかしくないかというところで詰めていって、通し

ていただいた計画で、初年度も 2年目も 3 年目も全く同じ、

リース金額も同じ、これは人が見たらおかしいでしょうと、

初年度 6 月契約だから 4、5 月の 2か月はないですよねと、

もう 1 回見直しにトライしていただいたら、結果的に初年

度だけ若干少なく、2 年目以降は基本的に同額という形に

なっています。 

そうすると、これは参考見積を慶應大学及びＢ大学からも

らっているということになりますか。 

参加いただく際に、見積書をくださいとお願いして、も

らっています。 

例えば、企画競争ではなくて特命随意契約に仮にします

と、何らかの価格交渉ができたのかなとも思いますが、その

辺はいかがですか。 

 

実際に中を見て、初年度についてはちょっとセーブさせ

ていただいたということもありますし、大学側もこの金額

だったらこのメニューが提供できるということで、企画提

案書を提出してもらっています。おかしいところはおかし

いと言わせていただきますということで、契約に至ってい

ます。 

調達概要書には書いていないのですが、スケジュール的な

ことを確認させていただきたいのです。公示を拝見すると今

年の 4 月 9 日に募集要領を公布して、4 月 17 日に説明会を

やって、5 月 27 日に企画提案書を大体 1 か月ちょっとで出

していただいて、企画の提案会が 5 月 31 日というスケジュ

ールですね。求めている業務は、授業スケジュールを見ると、

6 月に授業を開始して、養成プログラムの一次案の作成で、

養成プログラム検証第 1 期というのは今年の 10 月からで、

第 2期が来年の 4月からという形で進む、それが先ほどの話

の大学院教育に相当するような形で実施するということで

すね。これは相当短期ですよね。大学がこのスケジュールで

動くとは、普通は思えないのですが、逆に言うと相当それが

ご指摘のとおりの部分が相当あると思います。この人材

育成に関しては、中央社会保険医療協議会の場でも喫緊の

課題であるということで、すぐに取り組むようにというご

指示を頂いているところです。プログラムの実施に当たっ

ては、先生のご指摘のとおり、大学そのものが年度単位で

一般的には動きますので、どんなに早くてもフローの部分

は来年度以降という形にはなります。ですので、第 1 期の

検証は 10 月から既にスタートはしているのですが、第 1期

での検証については、既存の講師あるいは講義科目を中心

なので、一部分の検証をやっているという形でのスタート

です。演習科目を中心にしたものについては、来年度以降

フルに動かせると。学位の取得に必要なものについては、



参入障壁になっているかなというのが、多分、国立などはこ

れでは絶対に組織の中の議論は作れないですよね。だから、

慶應大学やＢ大学ぐらいだったら、トップダウンで動くのか

なという気はしないでもないけれども。これは諸般の事情

で、このスケジュールになったのでしょうということは分か

るのですが、もう少し何とかこのスケジュールを、つまり企

画競争をやって、いわゆる随意契約の形で企画競争をやると

いうこと自体は、この趣旨からして何となく説明できるだろ

うなというのは分かるのですが、やはり競争なわけですか

ら、なるべく数多くの大学に参加していただけるようなこと

を考えないと、相当厳しいスケジュールですよね。これは、

もう少し何とかならなかったのですか。 

今年度受け始めても来年度に当たって取得すれば学位にな

るという形になっています。ただ、更に 1 年延ばすという

のは、なかなか中央社会保険医療協議会の要請等を考えて

も難しい状況で、早急な取組をお願いしたという次第です。 

もちろん中身については、そうやって段階的に進めていく

ということだと思うのですが、委託を受ける組織として、意

思決定するためにこれだけの短期間で、大学が意思決定しな

くてはいけないというところが、すごく大きいです。この企

画競争の問題点ではないかなと思います。 

 

（分科会長の意見） 
先生と全く同感なのですが、4月 9日に公示をして、メー

ルもおそらくそれ以降に流したのでしょうけれども、提案書

の提出期限も 5 月 27 日ですよね。これは無理ですよね。提

案書まで作る前に、まず学内でそういう講座を持つことにつ

いての意思決定をしなくてはいけない。よく慶應大学がやれ

たなと思うぐらいですね。ほとんど無理を承知でやったとし

か思えない。そんな印象ですね。よろしいですか。では、終

わりました。 

 

【審議案件６】 
審議案件名 ：国立医薬品食品衛生研究所 総合庁舎管理業務 
資格種別  ：役務の提供等（「Ａ」、「Ｂ」又は「Ｃ」ランク）  
選定理由  ：一般競争入札を実施している案件中、契約金額が大きく、1者応札であるため 
発注部局名 ：国立医薬品食品衛生研究所 
契約相手方 ：新東産業株式会社 
予定価格  ：178,085,628円 
契約金額  ：171,720,000円 
落札(契約)率：96.4％ 
契約締結日 ：平成31年 4月 1日 

（調達の概要） 
一般競争入札（最低価格落札方式）を行ったところ、１者応札があり、新東産業株式会社が契約の相手方となっ

た。落札率は 96.4％である。 

意見・質問 回   答 

新東産業株式会社ですが、昨年度もこの業者がこの業務を

やったのですか。 

はい、昨年度もです。 

これは何年前からですか。 庁舎を移転する前からになっていますので、だいぶ長く、

ちょっといつからというのははっきりとは、一度業者が替

わって、その業者がやはり出来ないということで撤退して

しまったという過去が一度あったと聞いております。 

その業者ができなくなった理由はどういうことですか。 確か、用賀時代の旧庁舎だと設備が古くて、昔から使っ

ているような設備の維持管理ということになりまして、相

当古いものを直し直しで使っていたものですから、やはり

維持管理は結構大変だったというところもありました。ば

らばらと 26 個ぐらい建物がありましたので、そういった意

味で想像していたよりもたぶん維持管理が大変だったとい

うところなのかなと思います。 



昨年はいくらで受注しているのですか。  前回の契約金額ということで、1 億 5,767 万 7,840 円と

いうことです。 

そうすると、1,400 万円ぐらいは今回の調達では値段が上

がっているということですね。 

はい。 

予定価格を算出されるときに、新東産業株式会社とＡ社か

ら参考見積を取って、新東産業株式会社が税込み1億7,100

万円で出されて、それを入札して、そのまま参考見積どおり

にこの業者が落札しているのですが、この1億7,100万円が本

当に適正な価格かどうかということの分析的な手続はして

いるのですか。どうしてもこういう状況ですと、入札価格が

高止まりで推移してしまうことも考えられるのですが。 

この金額が、この調達内容に対して適正価格かというと

ころは、分析をしているかと言われてしまうと足りていな

いかなというところはあります。ただ、去年との金額との

比較ということで高くなっているではないかという話が、

今ご指摘があったかと思いますが、そちらについては契約

の中の仕様書の内容がやってもらう業務も去年と比べて増

えておりまして、その部分で金額の増加がどうしても発生

してしまうところがあります。単純に、去年と同じ業務で

金額が 1,000 いくら増えてしまっていることではないとい

うことです。 

Ａ社の方が参考見積を出しているにもかかわらず、公開の

入札には参加していないのですが、その理由はどういうとこ

ろにあるのですか。 

基本的には、資格の方で用意できないということで入れ

ないということです。 

この調達については総合的な維持管理ということで、1 者

に対して総合的にやってほしいというものですが、これは必

要なことですか。例えば分割発注にしますと、設備管理、警

備、清掃・植込地管理業務というように業務が分かれていま

すが、これを分ける方法というのはあるのですか、ないので

すか。 

 

過去の経緯というか、確認をしてみたところ、おそらく、

用賀庁舎時代、移転前の旧庁舎時代は全部ばらばらで契約

をしておりましたが、移転して新庁舎になったときに、ば

らばらと契約するよりまとめたほうが安くなるだろうとい

うことで、まとめて全部一括して調達ということで、今回

こういう形になっているという、私ども移転して 2 年ぐら

いですが、そういった経緯で全部まとめてということにな

っております。昔の庁舎時代は全部ばらばらでやっていま

したということです。 

それでも一括発注に変えたという、その方が。 そうです。過去の設備だけでも1者というところがやはり

あったりします。 

そういうことですか。分かりました。先ほどの予定価格に

ついての分析的な手続について、もう少しおやりになったほ

うがよろしいかなと思います。 

検討させていただきます。 

今、いろいろな産業で人がいないので、人材を確保するこ

とがすごく難しい。ただ今回、一者応札になった要因分析で

その確保が難しいこともあるけれども、資格を持った人の手

配が難しいということも挙げていますが、この資格は本当に

必要ですか。 

そこは我々も重々認識しておりまして、この入札説明会

等には参加していないのですが、移転した庁舎の周りにも

いろいろ航空会社とかそういう所の管理業務とかやってい

る業者、あと研究所などがあるのですが、そういう所の維

持管理をやっている業者に来てもらってヒアリングをした

りしているところです。やはり、資格要件でネックになっ

てきている部分としては、放射線取扱主任者ですが、我々

の研究施設はRIを使った研究等もしておりまして、今まで

の経緯では、緊急時にこの資格を持っていますと、設備に

何か不具合があったときに要因を確認するために中に入れ

て、そこで陣頭指揮も取れるという資格として必要だとい

うことで、今まで記載していたのです。真にここが必要か

ということは、我々所内でも十分検討しておりまして、来

年度は改善する方向で検討しています。 

おそらく問題点は出尽くしていると思います。やはり、全

部を分離発注する必要はないとは思いますが、いくつかのも

のに切り分けできるのではないかとは思います。そのほうが

きっといいだろうと。それをもう一度再検証してみたほうが

いい。確かに、1者に任せて全部やってくれれば便利は便利

だから、発注者側はそういうほうがいいでしょうが、それで

はおそらく高くつくと思うのです。資格要件についても、そ

ういう場合には別に専門業者をまた呼べば、例えばエレベー

タならエレベータ業者を呼ぶわけですから、専門業者を呼べ

そうですね。周りの設備の維持管理をしている業者さん

にヒアリングをしても、やはり、単年度で契約というのは

なかなかリスキーで入ることができないと。これが複数年

確保されているのであれば、そこで見合った形で人材を確

保しようがあるというような話も聞いたりしていますの

で、単年度だから全部まとめて検討というところは、我々

としても今後検討したいと思います。 



ばいいので、このようないろいろな資格を 1者で全部賄うと

いうのは便利ですが、それは高くつくに決まっていますし、

参入障壁に事実上なってしまうと思います。 

それを要求して、なおかつ入札公告を見ますと、4月 1 日

から始まるのに入札公告が2月 1日で、入札日が3月 8日で、

これだけの資格をそろえたものを 4 月からまた動かさなけ

ればいけないなんて、もしかすると 1年で終わってしまうか

もしれなかったら、そういう冒険を業者はしないですよね。

それはやはり、切り分けは必要になってくるのではないかと

思います。 

（分科会長の意見） 
そうですね。放射線取扱主任者を採用して1年で終わって

しまったら、その後、その人はどうするのということになっ

てしまいますので。よろしいですか。分かりました。御苦労

さまでした。 

 

【審議案件７】 
審議案件名 ：オーダリングシステム保守業務委託 
資格種別  ：－ 
選定理由   ：随意契約を実施している案件中、随意契約の妥当性を確認する必要があるため 
注部局名   ：国立療養所東北新生園 
契約相手方 ：日本事務機株式会社東北支社 
予定価格  ：4,287,600円 
契約金額  ：4,276,800円 
落札(契約)率：99.7％ 
契約締結日 ：平成31年 4月 1日 

（調達の概要） 
会計法第２９条の３第４項及び予算決算及び会計令第１０２条の４第３項に基づく随意契約を行った。 

意見・質問 回   答 

オーダーするのは医薬品ですか。何をオーダーするのです

か。 

 

医療機関でドクターあるいは看護師が診察室あるいは病

棟から、当院では主に薬剤関係を薬局に院内でのオーダリ

ング発注が業務となります。院内でデータでのやり取りに

なります。 

薬剤部のほうにオーダーを出すシステムということです

ね。随意契約理由書を見ると、著作権がこれにはあるので、

日本事務機株式会社に発注せざるを得ないという内容です

が、著作権の内容がどんなものか御存じですか。 

 

一般に医療機関の電子カルテのパッケージがあるのです

が、当院の場合はそのうちのオーダリングの部分を抽出し

て利用しています。そのオーダリングの部分のプログラム

がありまして、当院では薬剤あるいは注射の関係のオーダ

リングがメインになっていますが、検査、レントゲン全て

リハビリ等もオーダリングで処理している所もあり、そう

いう所になると、結構トラブルがあるので、SE を配置して、

更にまたそこと保守契約を結ぶ形になってはいるのです

が、SE を置いた場合であっても、本体のオーダリングシス

テムあるいは電子カルテシステムの部分の著作権、プログ

ラムの部分についてはいじられない、あるいはいじった場

合は向こうが保証しないという契約内容になっておりまし

て細かい部分は承知しないのですが、実際問題としてプロ

グラムの部分を我々がいじることはなかなか難しい。いじ

ったところで、支障があった場合は対応していただけない

ということで、実際著作権が持っている業者でないと対応

ができないのが実態です。 

そうしますと、これまで毎年同じように保守業務委託契約

を日本事務機株式会社としなければいけないと思うのです

が、今回も予定価格の調書がありますが、契約金額の推移は

どのように推移してきたのですか。 

契約金の推移は、大体、導入した時点の金額の 20～25％

が妥当というような資料があります。それはあくまでもレ

ントゲンや検査も全部フルスペックで導入した場合ですの

で、うちの場合は薬剤メインということで、若干下がり、



 10％ぐらいの値段ということになっています。導入時点か

ら大体 10％、この金額で同じ金額で推移しています。 

この見積りの方法ですが、導入費用の 10％や 20％とか、

そういう価格で大まかに予定価格を設定しているようです

が、実際にどれぐらいの工数がかかっているか把握していま

すか。 

 

工数については特に把握はしていませんが、コンピュー

ターの場合は当然 OS のバージョンアップ等がありまして、

それに関係する改定費用も直接目に見える形では発生して

いないのですが、当然 OS のバージョンアップがあった場合

は、その対応ということでプログラムの入替え等が行われ

ております。その辺も含めて、確かに救急病院等で使用回

数が多い所と、うちの方で工数とか、そういうトラブル発

生回数を厳密に算定しているかと言いますと、それは取っ

ていないのですが、ただ、目に見える費用だけではなくて、

システムの維持費用というのは開発費あるいは OS の更新

に対応したもの、あるいはセキュリティー対策で新たにプ

ログラムを組み込んだものも含まれたものと考えて、一応、

この金額で推移して契約しています。 

しかし、本当に詳細に検討したときに、この金額が本当に

正しいのかということが、この内訳書からだけでは分からな

いのですが、その辺は細かく分析する必要性はないですか。 

 

資料の中身としては、見積書の中に工数の金額は出てき

ますが、その金額というのは業者があくまでも算定したも

ので、この中身、明細表はその都度徴取はしているのです

が、ハードのメンテナンスもありまして、こちらのほうも

毎年定額で上がってくるわけですが、一種の保険みたいな

ものですので、これが実際何回あるのか、回数が少ないか

らうちの分だけ削ってくれという話もできかねる部分があ

りまして、世間的に妥当な水準であれば契約せざるを得な

いのが実際のところです。特にうちの場合は、来てくれる

業者自体が、ハンセン病療養所全体に言えることですが、

非常に市街地から離れた場所にありまして、来てくれる業

者を確保する場合は、ある程度高めでも確保するのが優先

ということになってしまいます。特に、トラブル発生時は

夜間 24 時間対応ということで、その対応費用も当然含めな

ければならないので、その都度牽制という意味で明細表を

徴収して判断しています。 

このシステムのＡ社の代理店は日本事務機株式会社しか

ないのですか。 
このシステムは、うちで入っている所に来てくれる業者

はＡ社、日本事務機株式会社しかないという状態です。宮

城県に何軒かはあると思いますが、入れた時点でＡ社の代

理店契約がどういう内容になっているかは分からないので

すが、何社か声は掛けたのですが、実際来てくれる業者は

宮城県内ではここしかなかったということです。 

来てくれるというのは、遠いから嫌だという話ですか。そ

れとも、最初から国立療養所東北新生園は日本事務機株式会

社に決まっているから私は手を出せませんという話ですか。 

一応話はするのですが、日本事務機株式会社から購入し

たと言いますと、向こうでは参入してこないという状況で

す。 

実態としては、買った所に縛られるという話ですか。 実態としてはそうなってしまいます。 

価格については、この保守業務仕様書に書かれている内容

で、当然価格が決まると思いますが、今お話にあったような

24 時間対応とか、その他の項目で、これは本当に必要な項

目だけですか。 

むしろこれは最低限の項目で、当面必要な部分は全て網

羅していると思います。中身が必ずしも全部必要かという

ことにはなるのですが、ただ、むしろ他の病院に比べれば

少ない方で、最小限 24 時間対応していただいて、保守技術

者の派遣あるいはハードウェアは調査していただくという

内容ですので、むしろこれは必要最低限と考えています。 

随意契約ですから、金額を極力抑えるという努力はたぶん

必要になると思います。その辺は、園としてこれがもう必要

最低限のスペックだということですね。 

そうです。これも対応していただけないとなると、結構

業務上支障が出ると考えています。 

これは保険みたいなものですよね。ですから、業務上必要

ということで、価格の検討は何もされていないというのは、

それはやはり価格の検討は何かでやらなければ、一般競争入

札であれば入札で担保されますが、そういうものは担保され

その辺は青天井にならないように各種資料をインターネ

ットで調べたり、参考にはならないので一応掲示はしませ

んが、他社で契約した事業体の動向等を把握するようには

しています。 



ないので、やはり、随意契約ですから。そうしますと、他の

方法で価格の検証をしなければいけないのではないですか。

必要だということだけでしたら、1,000 万円になってしまう

かもしれないということになりませんか。 

それでもって検証はされているということですか。 はい。 

この随意契約に著作権の改修と書いてありますが、ソフト

ウェアを改修しようと、あるいは改変しようとしたら、この

保守業務では対応できないでしょう。これは保守業務に含ま

れるものも別途費用を要求されるでしょうから。 

大規模なものになると、そうですね。 

ですから、ここで言っている保守業務については著作権と

関係ないと思うのです。故障したり、あるいは何か分からな

いことがあったら、コールセンターに電話して聞いたり、来

てもらったりという業務でしょうから、随意契約で書かれて

いるものは、著作権は関係ないと思います。本当に保険みた

いなものだと思いますので、やはりこれは別にＡ社の方が好

ましいと言えば、もともとがＡ社の製品ですし、ソフトウェ

アもそうだから好ましいのでしょうが、一般競争入札でいい

のではないですか。 

 

原因を追求する場合に、プログラムの中身等を第三者が

入って改造あるいは見ることができるかと言いますと、実

際のところはブラックボックスになっておりますので、そ

もそもいじれない部分があります。やはりそこはベンダー

の業者でないと、単なる一般のコールセンターなり、メー

ルで受注して発注するというシステムであればいいのです

が、中身がオーダリングあるいはカルテに関連してくる部

分がありますので、支障が出たので復旧に 3 日かかりまし

たというレベルでも困りますし、中身が保守性というか、

個人情報の秘匿も大事な部分になっていますので、逆に中

身がそんなに簡単に見られるようなものでも困るというこ

とで、著作権がどこまで縛りがかかるのかと言われますと、

その辺も私たちが素人でできる範囲で検証することになっ

てしまいますが、おおむねシステム自体がパッケージでい

じれないような状態がオーダリングや電子カルテシステム

というものはなっております。そこの良い部分を抽出して

やれと言われても、なかなかそこは厳しい部分があります

ので、その辺は業者のベンダーの言いなりにならないよう

に牽制は取りつつも、そこの部分を本来のスケルトンのこ

と、あるいは秘匿性が損なわれないような形でやっていき

たいと考えております。 

（分科会長の意見） 
個人情報はどんな業者でも同じことだから秘匿をするで

しょうから、そこはあまり問題ではないと思います。別にＡ

社の代理店はここに限らないと思いますし、他の業者がやれ

るのであれば、随契にこだわらないでやってみてもいいので

はないかと思いますが。特別に費用が必要なものはどうせ特

注になってしまいますし、感想ということでお話しておきま

す。よろしいですか。終わりました。 

 

【審議案件８】 
審議案件名 ：汽船「まつかぜ」中間検査ドック工事 
資格種別  ：役務の提供等（「Ｂ」、「Ｃ」又は「Ｄ」ランク） 
選定理由   ：一般競争入札を実施している案件中、落札率が高く、1者応札であるため 
発注部局名 ：国立療養所大島青松園 
契約相手方 ：株式会社新浜造船所 
予定価格  ：8,490.074円 
契約金額  ：8,424,000円 
落札(契約)率：99.2％ 
契約締結日 ：平成31年 4月 25日 

（調達の概要） 
一般競争入札（最低価格落札方式）を行ったところ、１者応札があり、株式会社新浜造船所が契約の相手方とな

った。落札率は 99.2％である。 

意見・質問 回   答 

この手続の順番なのですけれども、株式会社新浜造船所、 中間検査ということですか。 



Ａ社から参考見積を取っていますけれども、これは我々の身

近なところでいうと、車検のようなものなのでしょうか。 

はい。 そうですね、はい。 

事前に船舶の検査をしてからでないと、この見積書は出せ

ないという理解をしてもよろしいのでしょうか。何らかの検

査をしないと、どこの部品が駄目なのかとかが分からないの

かなと思いますが。 

今回、中間検査を受検するに当たって、当園の船舶部門

から、ここの項目を見ていただきたいということで、そち

らの依頼があって、それを受けるために事前に点検、修理

を行うということになっています。 

そうすると、そのインフォメーションをこの業者2者に出

して見積りをもらうと、そういうことですか。実際に、船を

見てはいないということですか。 

はい。入札公告のとき、仕様書の作成までには見てはい

ないです。 

この仕様書を渡した相手先というのは、新浜造船所とＡ社

の 2者ということになりますか。 

はい、そうなります。 

Ａ社は今回の入札には参加しなかったということですが、

その理由はここに書いてあるように、船台が使用できない状

況にあったからという、そういうことですか。 

はい、後で確認したところ、都合がつかないということ

で聞いています。 

 

それで、今回、株式会社新浜造船所が一般競争入札で落札

していますが、予定価格をお願いして、その見積書をもらっ

て、それをそのまま予定価格としているようです。それを、

一者応札ということで自分が作った見積りがそのまま落札

価格というようになってしまっています。どうしても、契約

予定者ですと価格操作の入る余地が出てくるということで、

一者応札ではなくて、もう少し何者かの競争性のある入札に

していただきたかったと思いますが、その辺は、実際上いか

がなものなのでしょうか。 

こちらとしては園内掲示、高松事務所の掲示、ホームペ

ージに掲示していますので、入札参加は多いほど良いと考

えているところです。 

 

例えば他の会社で言うと、どういう所がこれまで参加した

ことがあるのですか。 

平成 29 年度は 2 者の応札で、平成 28 年度は、第一種中

間検査は、甲板部、機関部と分けて入札を行っていて、そ

のときは、機関部ではＢ社と契約しているという実績があ

りました。 

実際にこの業務が出来る会社は相当の数があるというこ

とですね、1 者以外にも。 

相当の数があるかどうかというまではちょっと、確認は。 

数者はあるという。 はい。確認はしてはいません。 

一般競争入札でこういった業界への入札があるという周

知ですが、実際には何者かに声掛けはしましたか。 

公告後、前回平成 29 年度は、今まで実績がある所には、

株式会社新浜造船所、Ａ社に声掛けはしたのですけれども、

その他については声掛けまではしていません。 

そうすると、どうしてもこの 2者が落札する確率が非常に

高くなってしまい、さらに、参考見積を出しているというこ

とは、価格操作、すなわち結構高い価格で落札する可能性が

非常に高くなるということになると思いますが、その辺はい

かがですか、そんなことはないですか。 

入札参加は幅広く一般競争ということで行っていますの

で、そこは、参加希望があれば、はい。 

どうしても一者応札となると、なかなか競争性がなく、入

札の中で競争性が排除されてしまって、高止まりの価格に落

札される可能性が非常に高いので、そういった業界内の周知

をきちんとしていただいて、入札者が複数者になるように環

境を整えていただきたいと思います。 

 

今のご指摘と似たような話になるのですが、この平水区域

は瀬戸内の平水区域だから、かなり幅広いですよね。 

そうですね、記載が。 

兵庫県から愛媛県までの圏域なので。 はい。 

だから、その間、造船所はたくさんあると思うのです。も

ちろん、この規模の船に対して出来るかどうなのかというの

は、私は分かりませんが。もう一度確認ですけれども、それ

らに対して、こういうことをやっていますよというのを公示

して、待ちの姿勢ではなくて、より積極的に問いかけるとい

うのは、今のお話だと、これまでの既存の 2者にしか声を掛

今回は実績がある所には少なくとも入札参加していただ

くということで、あと、他には声掛けはしてはいませんが、

ホームページ等から見ていただいて、積極的な参加という

のは、こちらも希望しているところではあります。 

 



けていなかったということなのでしょうか。 

競争性をやはり働かせるというようなために、より積極的

なアプローチの仕方という、ただ単に公示した、ホームペー

ジに載せたというだけではなくて、待ちの姿勢ではなくて、

積極的にアプローチしていくということが必要なのかなと、

ちょっとお話を聞きながら思いました。 

分かりました。 

（分科会長の意見） 
それでは終わりました。御苦労さまでした。 

 

【審議案件９】 
審議案件名 ：汽船「せいしょう」中間検査（特－中）ドック工事追加工事 
資格種別  ：－ 
選定理由  ：随意契約を実施している案件中、随意契約の妥当性を確認する必要があるため 
発注部局名 ：国立療養所大島青松園 
契約相手方 ：株式会社新浜造船所 
予定価格  ：4,342,040円 
契約金額  ：4,255,200円 
落札(契約)率：98.0％ 
契約締結日 ：平成３１年２月２５日 

（調達の概要） 
会計法第２９条の３第４項に基づく随意契約を行った。 

意見・質問 回   答 

追加工事ですけれども、前の案件につきましては、契約方

法はどういう契約を行ったのですか。 

一般競争契約でしています。 

一般競争入札で株式会社新浜造船所。 はい。落札しました。 

落札して、今回は追加工事ということですね。 はい。 

この追加工事につきまして、当初の入札のときに予想はで

きなかったのでしょうか。 

当初の予定として仕様書の中に織り込んだもの以外に、

検査当日というか、あと、ドック入りした日に検査官のほ

うで、まず指摘事項というのが挙がりまして、その中でそ

れ以上のものが必要だという指摘を受けたので、急遽追加

工事を、大きな追加工事が必要となったという形です。 

最初にその見積りを作成したときの検査は、どういう体制

で行われたのですか。 

最初の本体契約の時点ですか。 

はい。 

 
まず、船舶のほうから、今回の特一中というのは、大ま

かに言うと、5 年間の検査の中で、中間検査は毎年するの

ですけれども、その中で 3 年若しくは 2 年ごとに特一中と

いう形で、主には機関なのですけれども、エンジンを陸上

げ、外して、全部分解した形で検査を受けるということが

法令で決まっておりまして、その分を受検するということ

で、前もって数者に状況は見ていただいて、それに基づい

て仕様書は船舶の機関長、船長が判断して作ったような状

態にはなっています。 

そこで見落としが出てきてしまったということです

か。 

実際に陸上げして検査官が見た時点で、これも追加でし

たほうがいいだろう、若しくは、検査として通すためには

最低限これだけ必要だろうという指摘があった部分を追加

しました。 

こういう事態は結構あることなのですか。 ドックを受けるときには、結構あります。 

そういう場合に、今回と同じように追加工事案件として随

意契約レベルにしてしまうと、そういうことですか。 

はい。 

では、これは避けられないということですね。エンジンを

取り外して陸上げしてみないと。 

はい、分からないことが多くあるので。 
 

会計法及び予算決算及び会計令に基づいて随意契約の理

由書がまとめられているはずなのですが、この会計法の第

29 条の 3 第 4 項に基づいているということで示してあるの

調達概要書の金額の方が合っています 



です。この予決令、予算決算及び会計令ですけれども、それ

の 102 条の 4の第 4号、現に工事、製造中のものについては、

追加工事をしているものについては、契約者以外の者に履行

させることが不利だということを、少し明確にこの理由書の

中で述べておいたほうがよろしいかなと思います。 

それから、契約書契約金額と調達概要書の金額がちょっと

違うのです。これは、どちらが正しいのでしょうか。これは

どちらが正しいのですか。 

契約金額が間違いだということですね。 打ち間違いをしております。 

では、間違えたということですか。それは株式会社新浜造

船所も知っていますか。 
見落としていた、見落としている状態ですね。 

 

見落としている、現在も。 この書類の提出の時点で気付きまして、お話はしていま

す。 

（分科会長の意見） 
それでは終わりました。御苦労さまでした。 

 

【審議案件１０】 
審議案件名 ：調理師業務派遣 
資格種別  ：役務の提供等（「Ａ」､「Ｂ」又は「Ｃ」ランク） 
選定理由  ：一般競争入札を実施している案件中、落札率が100％の案件で最も契約金額が大きいため 
発注部局名 ：国立療養所星塚敬愛園 
契約相手方 ：株式会社南日本ビジネスサービス 
予定価格  ：34,727,616円 
契約金額  ：34,727,616円 
落札率   ：100％ 
契約締結日 ：平成31年 4月 1日 

（調達の概要） 
一般競争入札（最低価格落札方式）を行ったところ、１者応札があり、株式会社南日本ビジネスサービスが契約

の相手方となった。落札率は 100％である。 

意見・質問 回   答 

仕様書を見ると、調理師、その他の方も大丈夫だとなっ

ているのです。例えば、調理師 1 名、それから別に資格の

ない料理のできる方 6 名、そういう選択の仕方でも大丈夫

だということですか。 

調達上は可能です。実際には、6名の調理師免許所有者と

1 名の有経験者で、今回派遣を受けております。 

 

これは、全員、調理師の免許が必要な調達なのでしょう

か。 
当園で入所者が療養していますが、これは病院と同じで、

特別にカロリー管理等をする治療に基づく給食等を提供し

ている部分がありまして、一般の家庭用の調理では足りな

いと考えています。ですから、調理師の免許を持っている

方、若しくはそういう業務を 3 年以上やっている方、とい

うことで条件付けをしているところです。 

今回については調理師免許のある方が 6 名来ていただい

ているということですね。 

はい。 

今の話であれば問題はないのですが、予定価格算出内訳

書、それの業務について調理師業務、8時間で 7 名と、全て

調理師だという前提で予定価格が算出していますので、こ

れについては特に問題ないと。もし、他の方でも、例えば

半分以上は一般の方でも OK だということであれば、この見

積りは少しおかしいのかなと思いましたが、原則、ほぼ調

理師が採用されているということであれば、特に問題はな

いと思います。 

それから、株式会社南日本ビジネスサービスが、今回は

落札して、実際に参考見積もおそらくこの会社からもらっ

たものをベースに作っていると思うのですが、その内容の

検証はこれでしている、というように理解も出来るのです

予定価格の積算の関係につきましては算出調書がありま

して、一般的な調理師を雇用した場合の計算、業者参考見

積、この 2 段構えで計算しているところです。業者参考見

積を 2 者取っております。実は前年度も同じ体制での派遣

業務を行っておりまして、このときの契約単価は税抜きで

2,100 円でした。これと最低賃金の上昇率、資料の下のほう、

鹿児島県でマーカーを塗っている 761 円の右が 737 円、こ

れがその前の年度の単価になるのですが、大体 3％ちょっと

の賃金の向上だったということで、その前の年度の契約単

価 2,100 円の 3％アップ分ということで、大体 2,200 円は妥

当ではないかと判断しております。 

 



けれども、参考見積ありきということからしますと、他の

情報で検証過程はもう少し精緻にされているのかどうかと

いう点についてはいかがでしょうか。 

前回は 7 月 27 日に契約締結で、このときも一者応札です

ね。 

はい。 

一者応札の要因という所に「今回も政府調達契約該当の

ため官報掲載し、公告期間を 50 日間以上の長期間設けるこ

ととなる」と。公告期間は 50 日以上設けているのですか。 

ええ、官報入札のほうで実施しております。 

先ほど、公告の期間が短かったのではないかというよう

な説明がありましたが。 

公告ではなくて、落札、契約から業務開始までの期間で

すね。 

その間ですね。なるほど。 はい、3月。 

「今後も当園は地方に位置しており周辺の地域性によ

り、調理師派遣職員の人材不足が続く」というのは、前回

と同じことが今回も起きたということですね。 

はい。 
 

これもいろいろな産業で人手不足が起きているので、特

に医療施設における厨房の職員の確保は全国的に問題にな

っているのですけれども、一方で、例えばその資格要件の

中に参加を難しくしている要因はないでしょうか。 

 

資格要件、例えば等級に当たっては A～C等級、あと D 等

級はありますが、7人の調理師を確保するということを考え

た場合に、D 等級までの拡大は今回考えませんでした。 

あと、ちょっと昨年度の話が出ましたのでこちらで申し

上げますと、実は昨年度から派遣契約の入札を行っている

のですが、当初、昨年の 1 月の時点で官報入札を打ちまし

たときには、実は応札者がなかったものですから、3月の時

点で 4 か月間だけの随意契約を行いまして、下のほうに書

かれている 7 月付けで残りの 8 か月間の官報公告を新たに

打ちまして、そこで契約締結しました。ここについては、

初回の入札者なしから一者入札、準備ができた関係だと思

いますが、応札者が出てきたということで、今年度も同じ

く 1 者のみでしたが、取りあえず応札者は確保出来ている

と思っています。ただ、地域性を考えたときに、業者がこ

れとは別に確保出来るかというのは、ちょっと難しいかな

とは考えていますのが 1点です。 

それから、今後の話になりますが、実は派遣労働者の確

保の難しさも含めまして、業務委託の方もまた別途考えて

おります。これは、令和 3 年度からそういうふうに切り替

えようかということで準備を並行して進めているところで

す。その流れの中で、今回の派遣労働者に関しては主に朝

食業務を派遣労働者だけで担っていただくということで、

いわゆるその後の業務請負に切り替える場合に、業務の切

り分けがしやすいような体制での勤務シフトを見込んだと

ころで調達を進めているところですが、朝食の調理勤務時

間に関しては、朝の 4 時から、かなり早い時間からの勤務

になっていまして、ここは確かにネックとなり得るかな、

と思います。ただし、そこは、請負に切り替える前提とし

て、ここは業務が切り分けやすいということで判断してい

ますので、ここは、日中の勤務にシフトするということは

今のところは考えていません。そういったところです。 

業務請負について検討されているのであれば、是非とも

ご検討いただきたいと思います。ただ、実態として、今、

業者は医療施設からどんどん撤退しています。その最大の

理由は人が確保できないからです。業者においても同じな

のです。ですから、業務委託が鹿屋の地域でできるかどう

かとなると相当難しいと思います。それは意見として横に

置いておいておきまして、つまり、前回と今回、やはり同

じように人を確保することが難しいということがあったの

で、今回、前回と違えて仕様書を変えた、つまり募集しや

いいえ、やっておりません。 



すくなるような仕様書の変更はしていますか。 

していないですね。 はい。 

そうするとその中で、例えば、仕様書の中の資格条件で

あったり、それから今、御説明があった調理の時間であっ

たり、そういった参加しやすい工夫というのでしょうか、

そのようなことを変えない限りは、つまり仕様書を変えな

い限りは、人がいない、参加できないというのは、それは

ずっと変わらない話だと思うのです。だから、その辺りの

工夫も是非ともしていただければと思います、そうやって

競争性を高めていただければと思います。 

承知しました。 

ちなみに 1 つだけ、興味で聞きたいのですが。調理師業

務を見ると、夕御飯は 16 時ぐらいですか。 

 

大体、病院と同じような感じになっております。これか

ら配食がまた別であるので、大体、入所者の元に届くのは

17 時ぐらいだと思います。 

いや、夕食にかかる片付けが17時15分までなのですよ。 これは調理器具の話ですね。食器はまた別で、食器洗浄

の業務委託をしておりますので。 

別なのですか。 はい。 

（分科会長の意見） 
終わりました。御苦労さまでした。 

  

  

 

２２都府県労働局における公共調達監視委員会の活動状況については資料の配付をもって報告を行った。 

 

                              【問合せ先】 

厚生労働省大臣官房会計課監査指導室 
電話０３－５２５３－１１１１（内７９６５） 


